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第7章 参考資料 

 

 

参考資料 1 本県におけるこれまでの住宅施策の取組 

参考資料 2 成果指標の考え方 

参考資料 3 各種水準 

宮崎県住宅政策懇談会の審議経過 
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参考資料 1 本県におけるこれまでの住宅施策の取組 

本県の住宅施策の指針である「住宅マスタープラン」は平成8年度にはじまり、以降、住宅建

設五箇年計画の見直しに合わせて改定を行ってきました。 

平成 18 年に新たに制定された住生活基本法では、住宅の「量」を確保するこれまでの施策か

ら、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、住宅市場を通じて、居住環境を含む住宅ストッ

クの「質」の向上を図る施策へと本格的な転換を図る道筋が示されました。 

このことから、本県においても、平成 18 年度に「宮崎県住生活基本計画」を策定し、目指す

将来像である「ゆとりある快適な生活空間のある社会」の実現に向けて、住宅施策を総合的か

つ計画的に推進してきました。 

 

<これまでの住宅施策の基本方針の変遷> 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第七期住宅建設 

五箇年計画 

（平成 8 年度〜12 年度） 

住生活基本計画 

全国計画 

（平成 18 年 9 月策定） 

第八期住宅建設 

五箇年計画 

（平成 13 年度〜17 年度） 

住生活基本計画 

全国計画 

（平成 23 年 3 月改定） 

基本理念 

『住みよいふるさと宮崎』を実現するための 

「恵まれた自然環境と風土を活かした住まいづくり」 

「一人ひとりが住みよいと実感できるまちづくり」 

「住むことに誇りを持つことができる郷土づくり」 

基本理念 

『人と地域が輝く豊かなみやざき新時代』 

を実現するための 

「安全・安心でゆとりある住まいづくり」 

公的直接供給 

フロー重視 

市場重視 

ストック重視 

目指す将来像 

「ゆとりある快適な生活空間のある社会」 

住生活基本法 
（平成 18 年 6 月制定） 

基本理念 

「安全・安心で心ゆたかに暮らせる住生活空間の創造」 

 住宅セ－フティネット法（平成 19 年制定） 

基本理念 

「安全・安心で心ゆたかに暮らすことができる住生活の実現」 

 住宅瑕疵担保履行法（平成 19 年制定） 

 長期優良住宅法（平成 20 年制定） 

 高齢者住まい法改正（平成 21 年改正） 

宮崎県住生活基本計画 
（平成 28 年度改定） 

宮崎県住生活基本計画 
（平成 23 年度改定） 

宮崎県住生活基本計画 
（平成 18 年度策定） 

宮崎県住宅マスタープラン 
（平成 13 年改定） 

宮崎県住宅マスタープラン 
（平成 8 年策定） 

住宅建設計画法 
（昭和 41 年 6 月制定） 

空家等対策の推進 

に関する特別措置法 

（平成 26 年制定） 

 

住生活基本計画 

全国計画 

（平成 28 年 3 月改定） 

基本理念 

「安全・安心で心ゆたかに暮らすことができる住生活の実現」 

宮崎県住生活基本計画 
（令和 3 年度改定） 

住生活基本計画 

全国計画 

（令和３年 3 月改定） 

 住宅セーフティネット法（平成 29 年改正） 

 高齢者住まい法改正（令和元年改正） 

 建築物省エネ法改正（令和３年改正） 
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<前計画における住宅施策の取組の主な成果> 

施策 1 ライフステージにおける多様化への対応 

成果指標 1-1 最低居住面積水準未満率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・多様な居住ニーズへの対応 

・三世代同居・近居の促進 

【達成見込み】 

5 年間で 0.6%上昇しており、令和 7 年度での目標値の達成

は難しい。 

成果指標 1-2 誘導居住面積水準達成率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・多様な居住ニーズへの対応 

・三世代同居・近居の促進 

【達成見込み】 

5 年間で 1.4%下落しており、令和 7 年度での目標値の達成

は難しい。 

施策 2 高齢者が安心して暮らすことができる住生活の実現 

成果指標 2-1 高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・住宅のバリアフリー化の促進 

・高齢者の多様な居住ニーズに対する支援 

【達成見込み】 

5年間で3.2％上昇しているものの、令和7年度での目標値

の達成は難しい。 

成果指標 2-2 公営住宅住戸内のバリアフリー化率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・住宅のバリアフリー化の促進 

・高齢者の多様な居住ニーズに対する支援 

【達成見込み】 

6 年間で 1.9%上昇しているものの、令和 7 年度での目標値

の達成は難しい。 
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成果指標 2-3 高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・高齢者の多様な居住ニーズに対する支援 

・サービス付き高齢者向け住宅の質の向上や適切な立地への

誘導 

【達成見込み】 

5 年間で 0.4%上昇しており、令和７年度での目標値の達成

見込みは充分にある。 

成果指標 2-4 高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢者向け住宅

の割合 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・サービス付き高齢者向け住宅の質の向上や適切な立地への

誘導 

【達成見込み】 

4 年間で 3.6%上昇しており、令和７年度での目標値の達成

見込みは充分にある。 

施策 3 子育て世帯の居住の安定確保 

成果指標 3-1 子育て世帯における誘導居住面積水準達成率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・子育て世帯のニーズに対応した住宅の普及促進 

【達成見込み】 

5 年間で 1.1%下落しており、令和 7 年度での目標値の達成

は難しい。 

施策 4 公営住宅における住宅セーフティネットの充実 

成果指標 4-1 公営住宅住戸内のバリアフリー化率（再掲） 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・公営住宅の建替えや改善等を推進 

【達成見込み】 

6 年間で 1.9%上昇しているものの、令和 7 年度での目標値

の達成は難しい。 
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成果指標 4-2 公営住宅における住宅確保要配慮者世帯の入居率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・公営住宅における高齢者等の住宅困窮者に対する入居機会

の拡大 

【達成見込み】 

5 年間で 7%上昇し、令和 7 年度での目標値を達成してい

る。 

施策 5 民間賃貸住宅における住宅確保要配慮者への適切な対応 

成果指標 5-1 住宅確保要配慮者関連事業登録住宅戸数 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・「宮崎県あんしん賃貸住宅」等への登録の促進 

【達成見込み】 

4 年間で登録数が 200 戸増加し、令和７年度での目標値の達

成見込みは充分にある。 

施策 6 民間の経済活動による優良なストックの形成 

成果指標 6-1 新築住宅における認定長期優良住宅の割合 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・長期優良住宅の普及促進 

【達成見込み】 

5年間で3.2％上昇しており、令和７年度での目標値の達成

見込みは充分にある。 

成果指標 6-2 新築住宅における住宅性能表示制度の実施率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・住宅性能表示制度の普及促進 

【達成見込み】 

5 年間で 1.6%上昇しており、令和７年度での目標値の達成

見込みは充分にある。 
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成果指標 6-3 建築物省エネ法に基づく届出がなされた新築住宅における省

エネ基準達成率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・省エネ基準の普及促進 

【達成見込み】 

5年間で32.0%上昇し、令和7年度での目標値を達成してい

る。 

施策 7 既存住宅の流通促進のための取組 

成果指標 7-1 既存住宅の流通戸数 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・住宅診断（インスペクション）の普及促進 

・住宅性能表示制度の普及促進 

・長期優良住宅の普及促進 

・住宅瑕疵担保責任保険の普及促進 

【達成見込み】 

5 年間で 460 戸減少しており、令和 7 年度での目標値の達

成は難しい。 

施策 8 建替えやリフォームの推進 

成果指標 8-1 住宅リフォームの市場規模 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・建替え・リフォームに係る支援制度の周知 

・リフォームに関するセミナー・研修会及び相談体制の充実 

・賃貸住宅リフォームに関する情報提供 

【達成見込み】 

6 年間で 25 億円増の約 580 億円まで拡大しているものの、

令和 7年での目標値の達成は難しい。 
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資料：（公財）住宅ﾘﾌｫｰﾑ・紛争処理支援ｾﾝﾀｰ調べ

（億円）
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施策 9 空き家対策への支援 

成果指標 9-1 空家等対策計画を策定した市町村数の全市町村数に対する割

合 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・空家等実態調査、空家等対策計画策定への支援 

【達成見込み】 

制度開始から 5 年間で 54.0%の市町村（14 市町村）が策定

し、令和 7年での目標値の達成見込みは十分にある。 

成果指標 9-2 賃貸・売却用等以外の「その他の空き家」数 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・特定空家等の計画的な除却への支援 

・空き家等の相談体制の充実に向けた支援 

・民間事業者等の空き家活用の促進 

【達成見込み】 

5 年間で 6,300 戸の増加に留まり、令和 7 年での目標値の

達成見込みは十分にある。 

施策 10 災害に強い住まい・まちづくりの推進 

成果指標 10-1 新耐震基準が求める耐震性を有しない住宅ストックの割合 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・住宅の耐震診断・耐震改修の促進 

【達成見込み】 

2 年間で 1%減少しているものの、令和 2 年での目標値の達

成は難しい。 
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資料：住宅・土地統計調査
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施策 11 被災者の居住安定のための支援 

成果指標 11-1 応急仮設住宅建設候補地における建設可能戸数の割合 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・災害時の応急仮設住宅の確保のための体制の充実 

【達成見込み】 

5 年間で 40%上昇し、既に令和 7 年度での目標値を達成し

た。 

施策 12 良質な木造住宅の普及促進をはじめとする住生活産業の成長 

成果指標 12-1 新築戸建住宅の木造率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・県産材を活用した良質な住宅の生産・供給のための環境整 

 備 

・林業施策との連携の強化 

【達成見込み】 

6 年間で 0.4%上昇し 88％程度を維持しており、令和 7 年度

での目標値の達成見込みは十分にある。 

成果指標 12-2 新築戸建木造住宅における長期優良住宅率 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・木造住宅における長期優良住宅の普及促進 

【達成見込み】 

5 年間で 3.1%上昇し、令和 7 年度での目標値の達成見込み

は十分にある。 

成果指標 12-3 既存住宅の流通戸数（再掲） 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・長期優良住宅の普及促進 

・建替え・リフォームに係る支援制度の周知 

・リフォームに関するセミナー・研修会及び相談体制の充実 

【達成見込み】 

5 年間で 460 戸減少しており、令和 7 年度での目標値の達

成は難しい。 
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成果指標 12-4 住宅リフォームの市場規模（再掲） 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・長期優良住宅の普及促進 

・建替え・リフォームに係る支援制度の周知 

・リフォームに関するセミナー・研修会及び相談体制の充実 

【達成見込み】 

6 年間で 25 億円増の約 580 億円まで拡大しているものの、

令和 7年での目標値の達成は難しい。 

施策 13 居住環境やコミュニティをより豊かなものにするための取組 

成果指標 13-1 景観計画の策定市町村数 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・どの世代も豊かで安心して暮らせる居住環境の維持・向上 

【達成見込み】 

4 年間で 12 市町村が策定し、令和 7 年度での目標値の達成

見込みは十分にある。 

成果指標 13-2 コンパクトシティ・小さな拠点等に係る計画策定市町村数 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・どの世代も豊かで安心して暮らせる居住環境の維持・向上 

【達成見込み】 

4 年間で 8 市町村が策定し、既に令和 7 年度での目標値を

達成した。 

施策 14 市町村と連携した移住施策の推進 

成果指標 14-1 空き家バンクへの空き家登録数 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・空き家バンク制度の充実促進 

【達成見込み】 

4 年間で登録数が 200 戸増加し、既に令和 7 年度での目標

値を達成した。 
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資料：（公財）住宅ﾘﾌｫｰﾑ・紛争処理支援ｾﾝﾀｰ調べ
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施策 15 相談体制や県民に対する情報提供の充実 

成果指標 15-1 住情報提供ネットワークへの年間アクセス件数 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・ホームページによる住情報提供の内容充実 

【達成見込み】 

5 年間で 8,696 件増加し、令和 7 年度での目標値の達成見

込みは十分にある。 

施策 16 住生活向上推進体制の充実 

成果指標 16-1 住生活向上を目的とした地域協議会の数 

現況値と目標値 目標達成のための主な取組及び達成見込み 

 

【主な取組】 

・地域住民の住生活向上を目的とする地域協議会の設立促進 

【達成見込み】 

4 年間で団体数は変わらず、令和 7 年での目標値の達成は

難しい。 
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参考資料 2 成果指標の考え方 

目標１ 多様な居住ニーズをかなえる環境の実現 
施策 1 多様な居住ニーズに対応する住まいの実現 

成果指標 1-1 空き家バンクへの空き家登録数                        （P49）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

多様な居住ニーズへの対応状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年度時点では 274 戸となっている。 

【目標値の設定】 

本県の移住施策において、年平均約 500 世帯の移住世帯数を目標と

していることから、令和 12 年度の目標値を年間登録 500 戸とする。 

 

 

目標２ 災害への備え 
施策 2 災害に強い住まい・まちづくりの推進 

成果指標 2-1 新耐震基準（Ｓ56 年基準）が求める耐震性を有しない住宅ストックの割合     （P52）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

災害に強い住まい・まちづくりの推進状況を示す指標として設定す

る。 

【現状】 

 ― 

【目標値の設定】 

 ― 

※宮崎県建築物耐震改修促進計画」において定めている数値とする。

なお、同計画において目標値の見直しがあった場合は、見直し後の

数値に置き換える。 

 
施策 3 被災者の居住安定のための支援 

成果指標 3-1 応急仮設住宅建設候補地における建設可能戸数                 （P53）【改変】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

被災者の居住安定のための支援状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 46,406 戸となっている。 

【目標値の設定】 

現況値 46,406 戸（R2）に対して、およそ 1割程度の増となる 50,000

戸を令和 12 年の目標値とする。 

【補足】 

県の前計画では、「応急仮設住宅必要戸数に対する候補地における建

設可能戸数の割合」としていたが、目標であった 100%を達成したた

め、新しい指標を設定した。  
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資料：県調査

（戸）



 

  110 

目標３ 多様な世代が住みやすい住まい・まちづくり 
施策４ 高齢者、障がい者等が安心して暮らすことができる住生活の実現 

成果指標 4-1 高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率                （P56）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

高齢者の住宅における日常生活の安全・安心の確保の状況を示す指

標として設定する。 

【現状】 

平成 30 年度時点では 40.8%となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 60%（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
成果指標 4-2 公営住宅住戸内のバリアフリー化率                      （P56）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

公営住宅における日常生活の安全・安心の確保の状況を示す指標と

して設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 28.9%となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 35%（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
成果指標 4-3 高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合                   （P56）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

高齢者が安全に安心して居住できる住宅の整備状況を示す指標とし

て設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 4.2%となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 6.0%（R7）を令和 12 年の目標値とする。 
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成果指標 4-4 高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢者向け住宅の割合        （P56）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

高齢者が生活支援サービスを利用できる居住環境の実現を示す指標

として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 85.7%となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 90%（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
成果指標 4-5 民間賃貸住宅のうち、一定の断熱性能を有し、遮音対策が講じられた住宅の割合  （P56）【新規】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

多様な世代が安心して暮らすことができる住宅の確保の達成状況を

示す指標として設定。 

【現状】 

平成 30 年時点では 5.8％となっている。 

【目標値の設定】 

全国計画の目標値 20%（R12）を本県の目標値とする。 

 
施策 5 子育て世帯の居住の安定確保 

成果指標 5-1 民間賃貸住宅のうち、一定の断熱性能を有し、遮音対策が講じられた住宅の割合（再掲）（P57） 

【新規】 

施策 6 居住環境やコミュニティをより豊かなものにするための取組 

成果指標 6-1 コンパクトシティ・小さな拠点等に係る計画策定市町数            （P59）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

どの世代も豊かで安心して暮らすことができる居住環境の実現のた

めの取組状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 16 市町となっている。 

【目標値の設定】 

各市町の計画策定に向けての作業状況を勘案し、令和 12 年の目標値

を 19 市町とする。 
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資料：住宅・土地統計調査
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目標４ 住宅セーフティネットの充実 
施策 7 公営住宅における住宅セーフティネットの充実 

成果指標 7-1 公営住宅住戸内のバリアフリー化率（再掲）                  （P64）【継続】 

施策 8 民間賃貸住宅における住宅確保要配慮者への適切な対応 

成果指標 8-1 住宅確保要配慮者関連事業登録住宅戸数                    （P67）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保できる環境がどの

程度実現されたのかを示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 1,724 戸となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 2,000 戸（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
成果指標 8-2 居住支援協議会を設立した市町村の人口カバー率                （P67）【新規】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

住宅確保要配慮者に対する支援を実現できる体制がどの程度構築さ

れたのかを示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 0％となっている。 

【目標値の設定】 

全国計画の目標値 50%（R12）を本県の目標値とする。 
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目標５ 適正な住宅管理と良質なストックの形成 
施策 9 民間の経済活動による優良なストックの形成 

成果指標 9-1 認定長期優良住宅のストック数                        （P72）【改変】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

良質で安全な住宅の供給状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 8,015 戸となっている。 

【目標値の設定】 

現況値 8,015 戸（R2）に対して、およそ２倍程度となる 15,000 戸を

令和 12 年の目標値とする。 

【補足】 

県の前計画では「新築住宅における認定長期優良住宅の割合」とし

ていたが、全国計画の変更に伴い、本県の指標も変更した。 

 
成果指標 9-2 新築住宅における住宅性能表示制度の実施率                  （P72）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

良質で安全な新築住宅の供給状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年度時点では 10.2％となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 15%（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
成果指標 9-3 新築住宅における省エネ基準（平成 28 年基準）達成率              （P72）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

快適性と省エネ性能の確保された新築住宅の供給状況を示す指標と

して設定する。 

【現状】 

令和 2 年度時点では 87.0％となっている。 

【目標値の設定】 

新築住宅における将来的な省エネ基準適合義務化に向け、令和６年

の目標値を 100%とする。 
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資料：県調査
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施策 10 既存住宅流通促進のための取組 

成果指標 10-1 既存住宅の流通戸数                             （P74）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

住宅ストックの利用状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

平成 30 年時点では 1,056 戸となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 2,500 戸（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
施策 11 建替えやリフォームの推進 

成果指標 11-1 住宅リフォームの市場規模                          （P75）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

住宅ストックの利用状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 579 億円となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 950 億円（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
施策 12 空き家対策への支援 

成果指標 12-1 空家等対策計画策定市町村数                         （P77）【改変】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

市町村における空き家対策への取組状況を示す指標として設定す

る。 

【現状】 

令和 2 年時点では 14 市町村となっている。 

【目標値の設定】 

各市町村の計画策定に向けての作業状況を勘案し、令和 12 年の目標

値を 26 市町村（全市町村）とする。 
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成果指標 12-2 市町村の取組により除却等がなされた管理不全空き家数             （P77）【新規】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

特定空家等の計画的な解体、撤去により地域住民の生活環境保全の

ための取組状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

平成 27 年 5 月から令和 2 年 3 月での除却等は 481 物件となってい

る。 

【目標値の設定】 

全国計画においては、現況値9万物件（H27.5～R2.3）に対して目標

値20万物件（R3～12）としていることを勘案し、本県の令和3年度か

ら 12 年度の目標値を 1,000 物件とする。 

 
成果指標 12-3 居住目的のない空き家数                           （P77）【改変】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

空き家の活用・除却状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

平成 30 年時点では 49,900 戸となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 60,000 戸程度に抑える（R7）を令和 12 年の目標値

とする。 
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目標６ 地域住宅産業の成長支援 
施策 13 良質な木造住宅の普及促進をはじめとする住生活産業の成長 

成果指標 13-1 新築戸建住宅の木造率                            （P86）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

木造住宅の普及状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 88.9%となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 88.0％程度維持（R7）を令和12年の目標値とする。 

 
成果指標 13-2 新築戸建木造住宅における長期優良住宅率                   （P86）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

良質な木造住宅の普及状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 17.4%となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 25.0%（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
成果指標 13-3 既存住宅の流通戸数（再掲）                         （P86）【継続】 

成果指標 13-4 住宅リフォームの市場規模（再掲）                      （P86）【継続】 
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目標 7 連携・協働による総合的かつ計画的な推進 
施策 14 相談体制や県民に対する情報提供の充実 

成果指標 14-1 住情報提供ネットワークへの年間アクセス件数（複数ページへの重複アクセスを一本化した訪問者

数） 

（P88）【継続】 

指標設定の考え方 現況値と目標値 

【考え方】 

住宅全般に関する情報周知状況を示す指標として設定する。 

【現状】 

令和 2 年時点では 24,029 件となっている。 

【目標値の設定】 

前計画の目標値 30,000 件（R7）を令和 12 年の目標値とする。 

 
施策 15 住生活向上推進体制の充実 

成果指標 15-1 居住支援協議会を設立した市町村の人口カバー率（再掲）            （P90）【新規】 
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参考資料 3 各種水準（住生活基本計画(全国計画)より抜粋） 

 

別紙１ 住宅性能水準 
住宅性能水準は、居住者ニーズ及び社会的要請に応える機能・性能を有する良好な住宅ストックを

形成するための指針となるものであり、その内容は以下のとおりとする。 

 

１ 基本的機能 

（１）居住室の構成等 

①各居住室の構成及び規模は、個人のプライバシー、家庭の団らん、接客、余暇活動等に配慮して、

適正な水準を確保する。ただし、都市部における共同住宅等において都市における利便性を考慮

する場合は、個人のプライバシー、家庭の団らん等に配慮して、適正な水準を確保する。 

②専用の台所その他の家事スペース、便所（原則として水洗便所）、洗面所及び浴室を確保する。た

だし、適切な規模の共用の台所及び浴室を備えた場合は、各個室には専用のミニキッチン、水洗

便所及び洗面所を確保すれば足りる。 

③世帯構成に対応した適正な規模の収納スペースを確保する。 

 

（２）共同住宅における共同施設 

①中高層住宅については、原則としてエレベーターを設置する。 

②バルコニー、玄関まわり、共用廊下等の適正な広さを確保する。 

③集会所、子供の遊び場等の設置及び駐車場の確保に努める。 

④自転車置場、ゴミ収集スペース等を確保する。 

 

２ 居住性能 

（１）耐震性等 

想定される大規模地震・暴風等による荷重・外力に対し、構造躯体が倒壊等に至らないように、

耐震性能を含む構造強度について、適正な水準を確保する。 

 
（２）防火性 

火災に対して安全であるように、延焼防止及び覚知・避難のしやすさについて、適正な水準を確

保する。 

 
（３）防犯性 

外部からの侵入を防止するため、出入口や窓等の侵入防止対策等について、適正な水準を確保す

る。 

 
（４）耐久性 

長期の安定した居住を可能とする耐久性を有するように、構造躯体の劣化防止について、適正な

水準を確保する。 
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（５）維持管理等への配慮 

設備配管等の維持管理・修繕等の容易性について、適正な水準を確保する。また、増改築、改装

及び模様替えの容易性について、適正な水準を確保する。 

 
（６）断熱性等 

快適な温熱環境の確保が図られるように、結露の防止等に配慮しつつ、断熱性、気密性等につい

て、適正な水準を確保する。また、住戸内の室温差が小さくなるよう、適正な水準を確保する。 

 

（７）室内空気環境 

清浄な空気環境を保つため、内装材等からの化学物質、石綿等の汚染物質発生防止、換気等につ

いて、適正な水準を確保する。 

 

（８）採光等 

窓等の外壁の開口部からの採光等について、適正な水準を確保する。 

 

（９）遮音性 

隣接住戸、上階住戸からの音等が日常生活に支障とならないように、居室の界床及び界壁並びに

外壁の開口部の遮音について、適正な水準を確保する。 

 

（10）高齢者等への配慮 

加齢による一定の身体機能の低下等が生じた場合にも基本的にはそのまま住み続けることができ

るように、住戸内、共同住宅の共用部分等について、段差の解消、手すりの設置、廊下幅の確保、

便所の配置等に関し、日常生活の安全性及び介助行為の容易性について、適正な水準を確保する。 

 
（11）その他 

家具等の転倒の防止、落下物の防止、ガス漏れ・燃焼排ガスによる事故の防止、防水性、設備等

の使いやすさ等について、適正な水準を確保する。 

 

３ 外部性能 

（１）環境性能 

自然エネルギーの利用、断熱性の向上やエネルギー効率の高い設備機器の使用などエネルギーの

使用の合理化、断熱材のノンフロン化等について、適切な水準を確保する。また、建設・解体時の

廃棄物の削減、解体処理・リサイクルの容易性、地域材・再生建材の利用、雨水・雑排水の処理・

有効利用、敷地内の緑化等について、適切な水準を確保する。 

 

（２）外観等 

外壁、屋根、門塀等の配置及びデザインの周辺との調和について、適切な水準を確保する。 
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別紙２ 居住環境水準 
居住環境水準は、地域の実情に応じた良好な居住環境の確保のための指針となるものであり、それ

ぞれの項目が、地域における居住環境の現状、課題等を把握し、整備、誘導等の方向性を示すための

要素となる。 

居住環境水準の項目は、以下のとおりとする。 

なお、地方公共団体は、住民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の方向性を示す基

本的な計画を策定する際に、居住環境水準の項目を参考に、地域の実情を踏まえ、当該計画における

目標となる具体的な指標を設定することが望ましい。 

 

<居住環境水準> 

（１）安全・安心 

①地震・大規模な火災に対する安全性 

地震による住宅の倒壊及び大規模な火災に対して安全であること。 

②自然災害に対する安全性 

津波、高潮、出水、がけの崩壊等の自然災害に対して安全であること。 

③日常生活の安全性 

生活道路の安全な通行及び犯罪発生の防止に配慮されていること。 

④環境阻害の防止 

騒音、振動、大気汚染、悪臭等による居住環境の阻害がないこと。 

 

（２）美しさ・豊かさ 

①緑 

緑等の自然を確保し、自然環境に関する快適性を享受することができること。 

②市街地の空間のゆとり・景観 

住戸及び住棟の隣棟間隔、空地等を有し、日照、採光、眺望、プライバシー等が立地条件等に応

じて適切に確保されていること。また、地域の気候・風土、歴史、文化等に即して、良好な景観を

享受することができること。 

 

（３）持続性 

①良好なコミュニティ及び市街地の持続性 

バランスのとれた地域の良好なコミュニティの維持、住宅の適切な建替え等により良好な居住環

境が維持できること。 

②環境負荷への配慮 

環境への負荷の低減に配慮したまちの構成であること。 

 

（４）日常生活を支えるサービスへのアクセスのしやすさ 

①高齢者、子育て世帯等の各種生活サービスへのアクセスのしやすさ 

高齢者、子育て世帯等が日常生活を支える各種サービスに容易にアクセスできること。 

②ユニバーサルデザイン 

高齢者、障害者をはじめとする多様な者の円滑な移動の経路が確保されていること。 
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別紙３ 誘導居住面積水準 
誘導居住面積水準は、世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイル

に対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準であり、都市の郊外及び都市部以外の一

般地域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居住面積水準と、都市の中心及びその周辺におけ

る共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積水準からなる。 

その面積（住戸専用面積・壁芯）は、別紙１の住宅性能水準の基本的機能を充たすことを前提に、

以下のとおりとする。 

 

（１）一般型誘導居住面積水準 

①単身者 55 ㎡ 

②２人以上の世帯 25 ㎡×世帯人数＋25㎡ 

 

（２）都市居住型誘導居住面積水準 

①単身者 40 ㎡ 

②２人以上の世帯 20 ㎡×世帯人数＋15㎡ 

 

注１ 上記の式における世帯人数は、３歳未満の者は 0.25 人、３歳以上６歳未満の者は 0.5 人、６歳

以上10歳未満の者は 0.75人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が２人

に満たない場合は２人とする。 

２ 世帯人数（注１の適用がある場合には適用後の世帯人数）が４人を超える場合は、上記の面積

から５％を控除する。 

３ 次の場合には、上記の面積によらないことができる。 

①単身の学生、単身赴任者、被災者、失業等により収入が著しく減少した者等であって一定の

期間の居住を前提とした面積が確保されている場合 

②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面

所が確保され、上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部

分で確保されている場合 
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別紙４ 最低居住面積水準 
最低居住面積水準は、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住

宅の面積に関する水準である。 

その面積（住戸専用面積・壁芯）は、別紙１の住宅性能水準の基本的機能を充たすことを前提に、

以下のとおりとする。 

 

（１）単身者 25 ㎡ 

（２）２人以上の世帯 10㎡×世帯人数＋10㎡ 

 

注１ 上記の式における世帯人数は、３歳未満の者は 0.25 人、３歳以上６歳未満の者は 0.5 人、６歳

以上10歳未満の者は 0.75人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が２人

に満たない場合は２人とする。 

２ 世帯人数（注１の適用がある場合には適用後の世帯人数）が４人を超える場合は、上記の面積

から５％を控除する。 

３ 次の場合には、上記の面積によらないことができる。 

①単身の学生、単身赴任者、被災者、失業等により収入が著しく減少した者等であって一定の

期間の居住を前提とした面積が確保されている場合 

②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面

所が確保され、上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部

分で確保されている場合 

③既存住宅を活用する場合などで、地域における住宅事情を勘案して地方公共団体が住生活基

本計画等に定める面積が確保されている場合 
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別紙５ 公営住宅の供給の目標量の設定の考え方 
地方公共団体は、常にその区域内の住宅事情に留意し、低額所得者の住宅不足を緩和するため必要

があると認めるときは、公営住宅の供給を行わなければならない。 

このような考え方に立ち、計画期間内における都道府県の区域内における公営住宅の供給の目標量

については、以下の考え方によるものとする。 

 

１  公営住宅の供給の目標量は、新規の建設及び買取りの戸数、建替えによる建替え後の戸数、民

間住宅等の借上げの戸数並びに既存公営住宅の空家募集の戸数を合計した戸数とし、居住の安定

の確保を図るべき世帯に対し必要な住宅供給を行う観点から設定すること。なお、既存公営住宅

の空家募集の戸数は、既存ストックを最大限有効活用する観点から、割増家賃の徴収や明渡請求

など収入超過者・高額所得者対策の実施、世帯人数等に応じた住戸への住替えの促進、定期借家

制度（期限付き入居）の活用等、公営住宅の管理の適正化に配慮の上、設定すること。 

２  当該都道府県の区域内における多様な住宅困窮者の居住の状況、民間賃貸住宅の需給、家賃等

の市場の状況等の住宅事情を分析し、これを踏まえて、市場において自力では適正な水準の住宅

を適正な負担で確保することが困難と見込まれ、公的な支援により居住の安定の確保を図るべき

世帯の数を的確に把握すること。その上で、当該世帯の居住の安定の確保のため必要な公営住宅

の供給の目標量を設定すること。その際、公営住宅の供給を補完するため、区域内に存する公営

住宅以外の公的賃貸住宅ストックの状況等を勘案し、これらの公的賃貸住宅の活用等を図り、ま

た、セーフティネット登録住宅の登録の促進とその活用を図ること。 

３  公営住宅の整備及び管理に当たっては、耐震性の確保はもとより、省エネルギー性能、バリア

フリー対応、耐久性等の確保に努めるとともに、世帯人数や身体状況等に応じた規模及び設備を

備えたものとなるよう努めること。また、ストックの点検や修繕・維持補修を適切に行うととも

に、老朽化した公営住宅のストックについては、個々のストックの状況や中長期的な需要の見通

しを踏まえて、計画的な建替えや長寿命化に向けた改良等の措置を講ずること。さらに、公営住

宅の整備・管理に際しては、地域の実情を踏まえつつ、PPP/PFI も含め、民間事業者の様々なノウ

ハウや技術の活用を推進すること。 
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宮崎県住宅政策懇談会の審議経過 

 

回 開催年月日 内  容 

第１回 R3.3.16 ・宮崎県住生活基本計画見直しのスケジュールについて 

・住生活の現状と課題及び現行計画の取組について 

・見直しの基本方針（案）について 

第２回 R3.6.15 ・第１回宮崎県住宅政策懇談会意見への対応について 

・住生活基本計画（全国計画）の決定について 

・住生活基本計画見直しの骨子（案）について 

第３回 R3.9.6 ・第２回宮崎県住宅政策懇談会意見への対応について 

・宮崎県住生活基本計画の改定素案について 

第４回 R3.11.16 ・第 3回宮崎県住宅政策懇談会意見への対応について 

・宮崎県住生活基本計画（改定素案）のパブリックコメン

トについて 

第５回 R4.1.27 ・第４回宮崎県住宅政策懇談会意見への対応について 

・宮崎県住生活基本計画（改定素案）におけるパブリック

コメントの結果等について 

 

宮崎県住宅政策懇談会委員名簿 

 

氏名 職名等 分野 

熊野 稔 

（座長） 

宮崎大学地域資源創成学部 教授 学識 

三宮 基裕 九州保健福祉大学社会福祉学部臨床福祉学科 教授 学識 

川野 美奈子 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会 副会長兼常務理事 福祉 

後藤 和生 一般社団法人宮崎県建築士会 専務理事兼事務局長 住宅 

小西 明美 一般社団法人宮崎県マンション管理士会 会長 住宅 

佐田 正博 一般社団法人宮崎県建築業協会 会長 住宅 

藤山 広子 一般社団法人宮崎県宅地建物取引業協会 副会長 住宅 

林 憲政 独立行政法人住宅金融支援機構九州支店 地域連携部門長 金融 

野口 寿尚 宮崎市建設部 建築住宅課 課長 行政 

 


